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「今後の下水道財政の在り方に関する研究会」論点整理

第１章 下水道財政の現状と課題

１．下水道財政の現状

○ 平成１５年度における下水道繰出金に要する地方財政計画額は２兆９０

０億円であるが、同年度における下水道繰出金決算額は２兆１，７００億

円となっており、近年では決算額が地財計画額を上回っている状況にある。

○ 近年の地財計画額と繰出金決算額を見ても、その乖離は１％程度で推移し

ており、地財計画と実績はほぼ見合っていた（ では△ 乖離が発生 。H16 5% ）

＜地財計画額と繰出金決算額＞

Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６※ Ｈ１７※

21,036 21,237 20,970 20,109 18,108地財計画額

－繰出決算額 20,531 21,203 21,718 21,239

508 34 748 1,130差額 △ △

※ における決算は速報値。また、同年以降の地財計画額については、H16
。資本費平準化債の後年度措置を開始したため との直接比較は出来ないH15

○ 従来より、第２次下水道財政研究委員会（以後「○次財研」という ）提。

言に基づき、資本費（元利償還金）の７割を雨水分として計上しているが、

平成１５年度決算における雨水資本費の割合は３割程度となっている。

○ 地方公共団体全体の決算規模が減少傾向にある中、下水道繰出金について

は増加傾向にあり、決算全体に占める下水道繰出金の比率が高くなってきて

いる。
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一般会計決算総額及び下水道繰出金の推移
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Ｈ１５地財と決算の比較
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汚水資本費
6,000億
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の
他
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１

雨水資本費
1兆4,200億

雨水７．０ 汚水３．０

900億

汚水維持管理費
7,800億

2,300億

※１「その他(900億)」の内訳
　高資本費対策費　639億
　高度処理費　30億
　水質規制に係る経費及び水洗便所普及費　230億
　法適化推進事業費　6億
 
　計　905億円
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還
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等

3,500億

【H15決算】
　雨水資本費
　5,500億

０ 3兆4,700億2兆900億6,700億

【H15決算】
　汚水資本費
　1兆4,000億

 雨水2.8

【平成１５年度決算】
　一般会計繰出金　２兆１，７００億円

H15地財計上額　2兆900億 1兆3,800億

      　8,700億円

地
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決
算
額

繰
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金

【平成１５年度決算】
　使用料収入　１兆３，０００億円

  汚水7.2
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２．下水道事業における地方財政措置の概要

○ 下水道事業における主な地方財政措置は次のとおり。

① 下水道施設の建設改良経費のうち雨水処理に要する経費

１次財研の提言以来確立している「雨水公費・汚水私費の原則」に

基づき、雨水分として一般会計負担部分を計上。

【地財計画】

雨水分として資本費の７割（更新事業は３割）

【地方交付税】

元利償還費の４５％を事業費補正（更新事業は２０ ）＋単位費用%
② 下水道施設の維持管理経費のうち雨水処理に要する経費

１次財研の提言以来確立している「雨水公費・汚水私費の原則」に

基づき、雨水分を一般会計負担分として計上。

【地財計画】

雨水分として維持管理費の１．５割

【地方交付税】

単位費用×補正係数で所要額を措置

③ 高資本費対策に要する経費

、「 」「 」「 」下水道事業は 自然的条件 長期の建設期間 多額の先行投資

などにより資本費単価が極端に高くなる場合があり、現実的に使用料

対象経費のすべてを使用者に負担させられない場合、資本費単価等が

一定の基準を超える事業については、使用料として徴収可能な水準ま

で使用料対象経費を引き下げるため、資本費の一部について公費負担

を実施。

【地財計画】

一定の基準を超える事業の対象汚水資本費の一部

【地方交付税】

対象資本費の一部の４５％を投資補正で措置

④ 高度処理に要する経費

５次財研において「高度処理は高率の国庫補助が確立されることを

前提として、受益者に負担させることが適当である経費を除いて一部

公費負担を認めることが必要である 」とされ、これを受けて高度処。

理に要する経費の一部に対して公費負担を実施。

【地財計画】

一般排水の高度処理に要する経費の１／２

【地方交付税】

特別交付税により所要額を措置

○ 下水道事業債の措置は次のとおり
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① 建設改良

下水道事業の建設改良に充てる地方債の充当率は、一部事業を除き、

受益者負担金等による収入を除く１００％（公共下水道であれば、補助

対象事業の地方負担部分が９０％（全事業費の４５％ 、単独事業が９）

５％）となっている。

＜公共下水道（管渠）の財政スキーム例＞

② 資本費平準化債

下水道整備は、その性格上、先行投資が多額となる事業であり、供用

開始当初は有収水量も少なく、処理原価は著しく高くなる傾向がある。

このような供用開始当初の高い処理原価をすべて利用者から徴収しよう

とすると、事実上、利用者が負担できないような高い使用料を設定せざ

るを得なくなるとともに、本来は後年度の利用者から徴収すべき先行投

資部分も当初の利用者が負担することとなり、世代間の公平に反するこ

ととなる。このため、資本費平準化債により資本費の一部を後年度に繰

。（ ）り延べることが可能とされいる 下図 部分について起債が可能A,B,C

［起債］

終末処理場、ポンプ場、主管渠
補助対象事業については、地方
負担分の９０％、末端管渠等単
独事業については、事業費の９
５％の充当率で下水道事業債を
充当

［地方財政計画における繰出金
計上額］

起債の元利償還金の７割

［交付税措置］

事業費補正：下水道事業債の
元利償還金の４５％

※５％分は単位費用に算入

4.5/10

0.5/10

9.5/10

補助対象事業
単独

国費（補助金）

起 債

起 債

受益者負担金等

5/10

0.5/10

4.5/10

0.5/10

9.5/10

補助対象事業
単独

国費（補助金）

起 債

起 債

受益者負担金等

5/10

0.5/10

Ａ  

Ｂ  

(未 利 用 部 分  

相 当 )  

Ｃ  
元 利 償 還 費  

元 金 償 還 費  

資 本 費 平 準 化 債 に 係 る 償 還 費  
１ ５  

５      ２ ０            ３ ０                ５ ０  

（ 供 用 開 始 ）  （ 本 債 の 償 還 終 了 ）  （ 平 準 化 債 の 償 還 終 了 ）

○  概 念 図  
利 子 償 還 費  
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償
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３．現在の公費負担についての考え方

○ １次財研及び２次財研において、建設改良費の公費負担についての考え

方を次のとおり整理。

① 汚水については、下水道の設置された土地以外では得られない効用を

享受できる者、すなわち、利用者がこれらの効用を生むために必要な経

費負担をすべきことが原則

② 雨水については、河川・溝渠など下水道以外の方法によっても実施。

これらは公的負担により整備。よって、雨水処理については、公費によ

り行われるのが当然

③ 下水道に要する経費を一旦、雨水の排除に要する経費と汚水の排除処

理に要する経費とに分析するが、建設にあたっては両者一体的に実施す

ることから、結論的には、両者を総合的に考え、雨汚水排除施設を完全

に整備するものとして、当該施設の建設に要する経費の比率を算出した

場合、雨水処理施設に要する経費は全体の７割、汚水処理施設に要する

経費は全体の３割となる （考え方は１次財研。比率は２次財研 ）。 。

○ しかし、２次財研において公費の増大を次のとおり指摘。

① 客観情勢の変化として、良好な都市環境を維持するため、都市の基本

的施設である公共下水道の整備を緊急に必要としており、さらに、水質

汚濁防止のため下水の高度な処理が厳格に要求されるなど、汚水につい

て公共的な要請に基づく経費が増大。

② 将来都市化することが予想されるが、現在においては未成熟な地域を

含めて、広域的に極めて先行性の強い公共下水道を地域開発の一環とし

て都市形成に先立ち整備が必要

○ ３次財研において、建設改良費の公費負担整理として「河川、道路等他

の基幹的な公共施設と同様、その建設については原則として公費負担とす

ることが適当である」と提言され、下水道の整備はナショナルミニマムと

位置付けられた。

○ ４次財研においては、３次財研のナショナルミニマムの位置付けを尊重

しつつ「下水道利用者は一面で水質汚濁の原因者として水質保全のために

相応の社会的費用を負担すべき立場であることをも考え合わせれば、下水

道の水質保全に及ぼす公共的役割に留意しつつ、利用者負担を併せ強める

ことが適当である 」と提言。。

○ ５次財研において、汚水に係る費用の一部を公費負担する必要性につい

て次のとおり整理。

① 下水道の基本的性格等を踏まえ、その公共的役割と私的役割を総合
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的に考慮し、基本的には、雨水に係るものは公費で、汚水に係るもの

は私費で負担するものとして取り扱われるが、下水道の公共的役割に

鑑み、汚水に係る費用の一部（水質規制費用、高度処理費用の一部、

高料金対策に要する経費等）を公費負担とすることが適当。

② 汚水にかかる資本費については、公費で負担すべき費用を除き、使

用料の対象とすることが適当であるが、その場合においても使用料が

著しく高額となる等の実情がある場合には、過渡的に、使用料の対象

とする資本費の範囲を限定することが適当。

○ 現在の繰出基準では、１次財研の「雨水公費・汚水私費の原則」に基づ

き雨水分として２次財研で示された資本費の７割を公費負担すべきものと

するとともに、５次財研で整理された汚水資本費の一部を公費負担すべき

との提言に基づき高資本費対策等として汚水資本費の一部を公費負担の対

象としている。
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公
共

下
水

道
の

整
備

を
緊

急
に

必
要

と
し

て
い

る
。

○
水

質
汚

濁
防

止
の

た
め

下
水

の
高

度
な

処
理

が
厳

格
に

要
求

さ
れ

る
な

ど
、

汚
水

に
つ

い
て

公
共

的
な

要
請

に
基

づ
く
経

費
が

増
大

。
○

将
来

都
市

化
す

る
こ

と
が

予
想

さ
れ

る
が

、
現

在
に

お
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て
は

未
成

熟
な

地
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を
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め
て

、
広

域
的

に
極

め
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先
行

性
の

強
い

公
共

下
水

道
を

地
域

開
発

の
一

環
と

し
て

都
市

形
成

に
先

立
ち

整
備

が
必

要

（
第

５
次

下
水

道
財

政
研

究
委

員
会

（
Ｓ

６
０

．
７

）
）

○
下

水
道

の
基

本
的

性
格

等
を

踏
ま

え
、

そ
の

公
共

的
役

割
と

私
的

役
割

を
総

合
的

に
考

慮
し

、
基

本
的

に
は

、
雨

水
に

係
る

も
の

は
公

費
で

、
汚

水
に

係
る

も
の

は
私

費
で

負
担

す
る

も
の

と
し

て
取

り
扱

わ
れ

る
が

、
下

水
道

の
公

共
的

役
割

に
鑑

み
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水

に
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の
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度
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等
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こ
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。
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は
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使
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の
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こ
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が

適
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が

、
そ

の
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て
も

使
用
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が
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し

く
高

額
と

な
る

等
の

実
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が
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る
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、

過
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に

、
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象
と
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る

資
本

費
の

範
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を
限
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す
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に
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れ
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排
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す
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す
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。
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２
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２
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．
７
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が
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熟
な

地
域

を
含

め
て

、
広

域
的

に
極

め
て

先
行

性
の

強
い

公
共

下
水

道
を

地
域

開
発

の
一

環
と

し
て

都
市

形
成

に
先

立
ち

整
備

が
必

要

（
第

５
次

下
水

道
財

政
研

究
委

員
会

（
Ｓ

６
０

．
７

）
）

○
下

水
道

の
基

本
的

性
格

等
を

踏
ま

え
、

そ
の

公
共

的
役

割
と

私
的

役
割

を
総
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に
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し
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的
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、
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も
の
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で

、
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る
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の

は
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す
る

も
の
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る
が

、
下
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的
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に
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み
、
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に
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用
の
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用
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高
料

金
対

策
に
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等

）
を
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担

と
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こ

と
が

適
当

で
あ

る
。
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に

か
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る
資

本
費

に
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は
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で
負

担
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用

を
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、

使
用

料
の

対
象
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る
こ

と
が

適
当

で
あ

る
が

、
そ

の
場

合
に
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て
も

使
用

料
が

著
し

く
高

額
と

な
る

等
の

実
情

が
あ

る
場

合
に

は
、

過
渡

的
に

、
使

用
料

の
対

象
と

す
る

資
本

費
の

範
囲

を
限

定
す

る
こ

と
が

適
当

で
あ

る
。

高
資

本
費

対
策

等
の

必
要

性
（
第

２
次

下
水

道
財

政
研

究
委

員
会

（
Ｓ

４
１

．
７

）
）

○
客

観
情

勢
の

変
化

と
し

て
、

良
好

な
都

市
環

境
を

維
持

す
る

た
め

、
都

市
の

基
本

的
施

設
で

あ
る

公
共

下
水

道
の

整
備

を
緊

急
に

必
要

と
し

て
い

る
。

○
水

質
汚

濁
防

止
の

た
め

下
水

の
高

度
な

処
理

が
厳

格
に

要
求

さ
れ

る
な

ど
、

汚
水

に
つ

い
て

公
共

的
な

要
請

に
基

づ
く
経

費
が

増
大

。
○

将
来

都
市

化
す

る
こ

と
が

予
想

さ
れ

る
が

、
現

在
に

お
い

て
は

未
成

熟
な

地
域

を
含

め
て

、
広

域
的

に
極

め
て

先
行

性
の

強
い

公
共

下
水

道
を

地
域

開
発

の
一

環
と

し
て

都
市

形
成

に
先

立
ち

整
備

が
必

要

（
第

５
次

下
水

道
財

政
研

究
委

員
会

（
Ｓ

６
０

．
７

）
）

○
下

水
道

の
基

本
的

性
格

等
を

踏
ま

え
、

そ
の

公
共

的
役

割
と

私
的

役
割

を
総

合
的

に
考

慮
し

、
基

本
的

に
は

、
雨

水
に

係
る

も
の

は
公

費
で

、
汚

水
に

係
る

も
の

は
私

費
で

負
担

す
る

も
の

と
し

て
取

り
扱

わ
れ

る
が

、
下

水
道

の
公

共
的

役
割

に
鑑

み
、

汚
水

に
係

る
費

用
の

一
部

（
水

質
規

制
費

用
、

高
度

処
理

費
用

の
一

部
、

高
料

金
対

策
に

要
す

る
経

費
等

）
を

公
費

負
担

と
す

る
こ

と
が

適
当

で
あ

る
。

○
汚

水
に

か
か

る
資

本
費

に
つ

い
て

は
、

公
費

で
負

担
す

べ
き

費
用

を
除

き
、

使
用

料
の

対
象

と
す

る
こ

と
が

適
当

で
あ

る
が

、
そ

の
場

合
に

お
い

て
も

使
用

料
が

著
し

く
高

額
と

な
る

等
の

実
情

が
あ

る
場

合
に

は
、

過
渡

的
に

、
使

用
料

の
対

象
と

す
る

資
本

費
の

範
囲

を
限

定
す

る
こ

と
が

適
当

で
あ

る
。

汚
水

に
お

け
る

公
費

部
分

・
特

定
の

者
の

み
で

な
く
、

一
般

的
に

利
益

が
発

生
す

る
部

分

汚
水

に
お

け
る

公
費

部
分

・
特

定
の

者
の

み
で

な
く
、

一
般

的
に

利
益

が
発

生
す

る
部

分
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第１次～第５次下水道財政研究会における費用負担の考え方

第１次財研（ ） 第２次財研( ) 第３次財研( ) 第４次財研( ) 第５次財研( )S36 S41 S48 S54 S60

費 用 負 相殺論 １次委員会の考え ナショナルミニマム 国、地方公共団体及 国、地方公共団体、

担 の 基 雨水の利用者負担 方を継承 等の観点から、建設 び利用者の適正な負 使用者等の適切な費

本原則 分と汚水の公費負 ↓ 費公費、汚水に係る 担を行う。 用負担が必要

担分がほぼ同程度 汚水について公費 維持管理費私費の原

↓ の負担すべき部分 則 地方中小都市、農山 基本的に雨水公費汚

公費負担 の方が大であると 漁村等における下水 水私費とするが、汚

雨水排除および 考えられ、相殺で 三次処理経費は汚染 道普及率の着実な向 水分のうち一部を公

低湿地帯の滞水 きなくなっている 者負担を除き、原則 上を図るための財政 費負担とする。。

の排除 ↓ として公費負担 措置の一層の拡充

公費で負担すべき 使用料が著しく高額

個人負担 部分が著しく増大 農山漁村及び自然環 になる等の事業があ

汚水およびし尿 境のための下水道に る場合、過渡的に使

の処理ならびに ついては、公費負担 用料対象の範囲を限

排除 部分はより大きい。 定することが適当

資本費 (比率)

汚水５：雨水５ 汚水３：雨水７

以上 原則公費公費負担率 50% 70%

考え方 雨水分 雨水分と相殺でき 汚水分含め資本費の

ない汚水分 すべて

維 持 管 汚水７：雨水３

理費

雨水分 雨水分 雨水分(公費負担) 30% 30%

建 設 費 受益者負担金 受益者負担金 受益者負担金 受益者負担金 受益者負担金

内訳 ～ ～ ・末端管渠の整備と ・末端管渠整備費相 ・末端管渠整備費相1/5 1/3 1/5 1/3
の関連及び負担金 当額を目途 当額を目途

額を明示すべき

国庫補助金 国庫補助金 国庫補助金 国庫補助金 国庫補助金

少なくとも ・補助率を道路等の ・補助対象範囲の拡 ・対象範囲の見直し1/3 1/2
基幹施設と同程度 大等 、補助率の維持等

の水準とすべき

地方負担 地方負担 地方債 地方債 地方債

以上の残余 以上の残余 ・充当率の引き上 ・充当率引き上げ等 ・地方単独事業に係

げ、交付税措置の 弾力的措置 る地方債のあり方

改善等 ・公的資金割合の引 ・資金の構成割合の

き上げ 向上

・償還期間の延長

下 水 道 第１次 第２次（第３次） 第４次 第５次 第６次

S38 S42 S42 S46 S51 S55 S56 S60 S61 H2整 備 五 ～ ～ ～ ～ ～

16% 27% 20% 33% 23% 40% 30% 44% 36% 44%箇 年 計 目標 → 目標 → 目標 → 目標 → 目標 →

20% 23% 30% 36% 44%画 達成 達成 達成 達成 達成

※第１次・第２次→排水面積普及率 第４次→処理区域面積普及率 第５次・第６次→処理人口０００ｍ普及率

特に明記なし

雨
水
公
費
汚
水
私
費
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４．現状における課題

○ 想定していた「雨水・汚水」資本費比率と決算における比率の乖離

① 地方財政計画と実際の決算値とを比較すると、繰出金全体の決算値と

地方財政計画額はほぼ同額となっているものの、雨水資本費比率につい

ては、地方財政計画上の想定値７割に対して、決算値では約３割と大き

く乖離している。

② 汚水処理施設を先行整備する団体が多い中小市町村の整備が進んでき

たため、雨水資本比率は毎年減少傾向にある。

③ 現在の繰出基準では「当年度の雨水に要する経費」を繰出すこととし

ているが、財政措置は汚水資本費・雨水資本費の別なく「当年度に発生

する下水道事業債の元利償還金の７割」としている。よって 「雨水整、

備を実施していない」又は「雨水整備を汚水整備と同程度まで整備して

いない」事業においては、繰出基準による繰出しと財政措置との間に格

差が生じている。

○ 高資本費対策の必要性と適切な措置のあり方

① 下水道繰出金決算値と地方財政計画額については、ほぼ同額で乖離は

生じていない。

② 実際の決算状況を見ると、平成１５年度決算においては、汚水処理費

２兆１，３６４億円のうち使用料により回収されているのは１兆２，９

９５億円（６０．８％）であり、その差額８，３６８億円の多くが他会

計等からの繰入により賄われている。

③ 水質汚濁防止のための高度処理の要請、下水道整備が都市部から整備

効率の劣る中小市町村へ広がりつつあること等を背景に、汚水資本費は

増加傾向にあり、すべてを使用料で回収することは中小団体を中心に過

、 。度な住民負担を課すこととなる団体も多く 現実的に困難な状況である

○ 使用料による経費回収の現状と適正化

① 現状の使用料平均は月２，５８０円／ ㎥で回収率が６０．８％程20
度となっている。

② 汚水処理経費が高額であるにも係わらず使用料が低く設定されている

事業においては、経営努力による経営の効率化を図りながら使用料を適

正な水準まで引き上げることが喫緊の課題。
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＜主な意見＞

○ 一部に地方財政計画計上額と決算額との乖離を問題視する向きがある。具体的に

、 （ ） （ ） 、は 地財計上される雨水資本費 公費 が決算額を 億円 年 も上回り8,700 H15
実態とは大きく乖離しているとの指摘である。しかし、こうした乖離の存在そのも

のをことさら問題視することは、国庫補助金とは異なる地方交付税の本質をわきま

えない議論であり、地方自治体の「独立性の強化 （地方交付税法第 条）に反す」 1
るものではないか。

○ 下水道事業の場合、地方財政計画額と決算の乖離額は下水道事業以外に使われて

いるわけではなく、そのすべてが当該事業に投入されているばかりか、下水道事業

800に対する一般会計繰出金（基準外を含む）は、トータルで見て地財計上額を

億円も上回っている。すなわち、ここでは基準外繰出にもとづく超過支出となって

いる。乖離を問題とするならば、決算統計上の数字以上に、こうした事業の実態に

こそ注目すべきではないか。地方交付税の本来の性格からいえば、一般財源なんだ

から乖離があってもいいのではないか。

○ あくまで繰り出しの公費負担の考え方と財政措置は別のものであるが、公費負担

の考え方と財政措置の仕組みがパッケージになっていて、それがねじれた格好にな

っている。この際、公費負担の考え方と財政措置の仕組みを整合性のあるものにす

べきではないか。

○ 実際に繰出基準で算定した数値と、実際に繰り出されている数値の差はかなりな

5,000 700もので、ある町では一般会計からの繰入金が 万円もあるのに、基準内は

万というのが現状。これでは、それほど手厚く地財措置がされているようには思え

ない。

○ 人口密度が低い団体は、雨水資本費比率が小さいのだから財源措置と実態のギャ

ップも大きくなる。実態においては過剰な財源措置が事業の実施を可能にしている

という批判もありうるのではないか。

○ 公共下水道全体で見ると使用料で資本費の約３割を回収しており、７割の公費負

担で整合は取れている。しかし、雨水公費という限定した原則からすれば、現措置

はそれをオーバーして入っているので、その分使用料を上げなくて済んでいるとい

うことは言える。

○ 実態として、 次財研のときには 万人（モデル）で 人／㏊を想定してい2 36 200
たと思うが、実際、町村部では 人／㏊（想定の1/ 、計画でも 人／㏊とい20 10 40）

うところもあり、これでは自治体はどんなことをしても収入不足。事業は一度始め

るとやめられないので、下水道のために市町村があるような感じすらあり、極めて

厳しい状況である。

。 、○ 下水道の昨今の実態の変化を受けて考えなおす時期にあると思う ただ一方では

長年そのような負担区分を前提に財政措置を仕組んできた結果、一定の料金水準が

形成されてきたことをどう評価するのか。これまでの考え方だけにとらわれずに新

しい考え方ができないのか。
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○ 処理区域内人口密度別、処理規模の大小にも関連し、使用料回収の現状について

は団体・事業毎にかなり差がでていることがわかる。今後の対策にはそれらを踏ま

えることが必要ではないか。

○ 小さな町は雨水をしないで終わるだろうし、いつまでも雨水に対する措置として

公費負担の説明をしていくのは難しいのではないか。

○ 資本費の公費負担比率と実態に差があるのは事実なので見直しが必要であるとは

思うが、処理場や幹線整備については先行投資を行っているが、支線の整備が遅れ

ているため収入が少ないという実態もある。財政措置の後退は今以上の投資意欲の

減退を起こし普及が遅れてしまうという問題が生じるのではないか。

、 、 。○ 大都市をみると 合流式で整備しているし 実態を見るとトータルで黒字が多い

雨水の資本費も７：３までかどうかは個別にはわからないが、それに近いと思う。

年位前の合流式の実態はそれに近かったのではないか。その後分流式が整備さ40
れてきてトータルとしての雨水資本費が下がってきている。このような状況も踏ま

えて議論する必要があるのではないか。

○ 資本費の雨水７割汚水３割というのは、これが中長期的なモデル計算として最終

。 、 （ ）的に雨水分が７割になるという性格は理解 しかし 長い時間をかけて 最終的に

将来７：３になりますというのは通用しなくなってきているだろう。その数字自体

の持つ意味が違うといえども 「想定の 割 「現実の 割」という乖離をそのまま、 」7 3
説明するのが（状況的に）難しくなってきているのではないか。
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第２章 下水道事業経営をめぐる課題

１．下水道事業における経営努力

○ 平成１５年度決算における下水道事業の数は４，９５６事業（法適用１８

５事業、法非適用４，７７１事業）である。法適用企業と法非適用企業を合

， 、 ， 、計した全体の総収益は２兆８ ６０７億円 総費用は２兆６ ８７９億円で

全体の収支は７６５億円の黒字となっているが、これは他会計からの繰り入

れが行われていることによる。

○ 下水道経費のうち汚水処理に係る部分は、維持管理費及び資本費を合わせ

て使用料等で回収することとされているが、平成１５年度における汚水処理

原価と使用料単価の関係をみると、汚水処理原価に対する使用料単価の割合

は、法適用企業と法非適用企業を合わせた全体で６０．８％と低い水準とな

っている。

○ 下水道事業は、長期の建設期間と多額の投資を必要とするものであり、建

設投資については計画的に行われる必要があるが、公共下水道、農業集落排

水施設、浄化槽など多様な処理施設の中から地域の特性に合った最も効率的

な処理施設を選択する必要があるとともに、各種施設を有効に組み合わせる

など、効率的な投資となるよう十分留意する必要がある。

○ 一方で下水道事業の経営基盤強化のためには、管理運営について最大限効

率化を図った上で、適切な使用料を設定する必要がある。

○ 地方公営企業として、下水道事業における経営努力は今後も必要不可欠で

、 、 「 」あるが 事業全体の方向性として 各団体に対して経営努力を 何について

「どのように 「どこまで」求めていくべきなのか。」

○ 「何について」に対しては、下水道事業において考えられる経営基盤強化

としては次の手法が考えられる（各論については後述 。）

① 水洗化率の向上

② 経費節減

③ 使用料適正化

○ 「どのように 「どこまで」に対しては、現状においてもコストに見合っ」

た使用料の設定等の経営努力を行っている団体は存在するが、実際には各団

。 、体間における経営努力に対する取組状況には大きな格差が生じている 今後

最低限行うべき経営努力について、全国一律の基準を設けるなど具体的な水

準（数値等）を示すことが可能か否か検討が必要である。
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○ また、各団体における経営努力のための計画及び実施に対して、評価をど

のように行うべきか。また、当該評価を経営へどう反映させるべきかという

検討も必要である。

＜主な意見＞

○ コスト縮減と使用料の増収以外にも、本業以外の経営資源を利用して収入を増や

すのも一つの経営努力である。

○ 事業形態を公設民営化などドラスティックに変えることも経営努力と考えられる

し、広域化や上水道との一元化も考えられる。

○ コストには地域特性が影響を与えると考える。経費節減目標を全国一元的な形で

設定することは難しいのではないか。また、各事業体ごとに自主目標を設定し、自

己評価的な仕組みの中で、それを前提として外部評価によるチェックをして行くと

いうやり方でいかないと難しいのではないか。

○ 節減目標については、総務省の出している中期計画と実績に関する報告を下水道

に当てはめて行けばよいのではないか。また、委託先のことについても総務省の出

している総点検リストに同じようなことが書いてあるので、それを参考に進めれば

良いのではないか。

○ 年代に景気対策と言うこともあって積極的に下水道整備をやってきたという90
事実があるわけで、資本費が構造的に嵩んでしまうところにも、今さら汚水は全部

私費だから料金でやりなさいというのは無理だ。経営健全に向けた努力でどうにか

なる部分と、構造的に財源保障でやっていくべきところの線引きをいかにきちんと

した理屈で固めていくのかが大事なのではないか。
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【① 水洗化率の向上による経営努力】

○ 「水洗化率」とは、現在処理区域内人口のうち実際に水洗便所を設置して

いる人口の割合であり、水洗化率を向上させることにより有収水量が上がり

使用料収入の増加が見込まれる。

、 。○ 水洗化率は 通常は供用開始後の経過年数に伴い上昇していく傾向にある

しかしながら、供用開始後５年以内に水洗化率を１００％近くまで引き上げ

ている事業も数多く存在している。逆に供用開始から１０年以上経過してい

るにもかかわらず、水洗化率が５０％にも満たない事業も存在するなど、接

続に対する努力についてはバラツキが見られるのが現状である。

＜平均水洗化率＞

・供用開始経過年数別（過去３ヶ年の平均）

供用開始後 １年目 ２４．９％

５年目 ６０．８％

１０年目 ７５．３％

１５年目 ８３．０％

・事業別（Ｈ１５決算による）

公共下水道 ９２．７％ 特定環境 ７１．５％

農業集落 ７７．３％ 全事業 ９１．６％

※全事業水洗化率は総計による計算

○ 水洗化率を１００％に近づけることは、整備済み施設をフル活用すること

であり、投下資本の早期回収及び経営健全化という観点から、早期に１００

％に近づける企業努力が必要である。

○ 下水道法では、公共下水道の供用が開始されると遅滞なく排水設備を設置

しなければならず（下水道法第１０条 、さらに３年以内に汲取便所を水洗）

便所に改造しなければならない（下水道法第１１条の３）としていることに

も留意し、汚水処理に対する住民の理解と協力を求め、水洗便所への切替え

促進を図る必要がある。

○ 施設をフル活用した場合の仮定として、水洗化率をアップさせることによ

る有収水量の増加と使用料収入増加額の影響を計算すると、全事業を公共下

水道の平均水洗化率までアップさせた場合は経費回収率が２．２％上昇、水

洗化率を１００％とした場合は同５．８％の上昇となる。
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＜有収水量を一定率まで上げた場合の使用料収入の増加＞

区 分 総 額 経費回収率

現使用料収入 兆 億円 ％1 2,995 60.8
兆 億円 ％水洗化率 92.7% 1 3,462 63.0

の使用料収入 ( 億円 ) ( )467 3.6%UP 2.2%UP
水洗化率 兆 億円 ％100% 1 4,240 66.6
の使用料収入 ( 億円 ) ( )1,245 9.6%UP 5.8%UP

※ 特定排水に対する影響は加味せず。

○ 管渠の接続部分、マンホール等からある程度の不明水が流入することはや

むを得ないものであり、原因特定も困難ではあるが、不明水は上水道におけ

る漏水と同様の性格を持つものであることから、企業努力によりその削減、

つまりは有収率の向上に努める必要がある。

○ 水洗化率（接続率）の向上については、次の課題

① 水洗化率に目標を設けることが出来るか。

② 水洗化率に反映されない特定排水の取り扱いをどう考えるか。

③ 事業、人口区分、各団体毎の諸事情によって水洗化率にはバラツキが

あるが、それらをどのように考慮するのか。

＜主な意見＞

○ 有収率については、経験上１００％なんてなりえないのではないか。

○ 下水道も料金徴収についてはいろいろな形で努力されているが、その割には（接

続に関しては）未来の料金をほったらかしにしている感じを受ける。
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供用開始後経過年数と水洗化率（分布事業数は平成15年度決算による）
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【② 経費節減による経営努力】

○ 国・地方の行財政を取り巻く環境は依然として厳しく、政府においては、

国・地方を通じる行財政改革の推進に強力に取り組んでいるところであり、

地方自治体においては「地方自治・新時代に対応した地方公共団体の行政改

革推進のための指針 （平成９年１１月１４日付け自治事務次官通知 ）等」 ）

に基づき、行政改革に取り組んできたところ。

○ これまでの行政改革への取り組みにより、地方公共団体全体としては、給

与の適正化や１０年間で累積２０万人純減した定員管理の適正化、業務の民

間委託率の向上や事務事業の見直しなど、一定の成果が出ているところ。

○ 地方公営企業においても行政改革の一環として経費削減や定数削減、外部

、 。委託の推進などに取り組んできたところであり 一定の成果が見られている

＜公共下水道の維持管理費の推移＞

○ 今後、更なる経費節減をどこまで求めていくかが課題となるが、地方公営

企業については 「地方公営企業の経営基盤の強化について （平成１０年、 」

通知）及び「地方公営企業の経営の総点検について （平成１６年通知）等」

により、経営改革の推進について要請してきており、各事業ごとにこれに基

づく取り組みを進めているところ。

○ 現在、地方団体においては 「地方行革指針 （平成１７年３月２９日）、 」

に基づき、１７年度から概ね２１年度までの具体的な取り組みを住民に分か

りやすく明示した計画（集中改革プラン）を策定し、１７年度中に公表する

こととしている。この中で地方公営企業についての取り組みも盛り込み、具

平成１０年度 平成１４年度 平成１５年度
事業数 1,497 1,566 1,554
(下段は対Ｈ１０数値) 69 57

職員数（人） 35,692 33,725 32,704
(下段は対Ｈ１０数値) -1,967 -2,988
人件費（百万円） 208,611 202,225 193,670
(下段は対Ｈ１０数値) -6,386 -14,941

維持管理費（百万円） 167,273 160,135 154,796
(下段は対Ｈ１０数値) -7,138 -12,477
委託料（百万円） 221,466 235,846 234,463
(下段は対Ｈ１０数値) 14,380 12,997
流域負担金（百万円） 156,345 172,228 174,133
(下段は対Ｈ１０数値) 15,883 17,788



- 19 -

体的な目標を設定して取り組むことを求めている。

○ 下水道事業における平成１５年度汚水処理原価２１１．９円のうち約３５

％を維持管理に要する経費が占めている。使用料による住民負担を極力軽減

するためには、維持管理に当たって組織の簡素合理化、定員管理の適正化、

業務の民間委託等の推進による経費の徹底的な抑制を図る必要がある。

○ 特に処理人口規模が小さな事業を実施する中小市町村等においては汚水処

理原価が割高となる傾向にあることから、複数の処理場の広域管理や水質検

、 、 、査 汚泥処理の共同化等の広域的処理 ポンプ場の遠隔制御等による無人化

民間委託等による効率的な維持管理が重要。

＜主な意見＞

○ 経費節減については、コスト自体について管理可能なコストと管理不能なコスト

という性格区分をしっかりしておかないと、何でもかんでも削れるという乱暴な議

論になる恐れがある。

○ コストの管理というところでは外部委託先をどうコントロールしていくのかが重

要。単に価格を下げれば良いというのではなく、総合評価的に質との関係を念頭に

おいて、適正な価格水準というものをどう見極めていくのかということもあるので

丁寧な議論が必要。

○ 下水道事業は地理的条件等によりどうしてもコストの違いが出ざるを得ない。ま

た、維持管理についても丁寧な管理をしようとするとどうしてもコストがかかる。
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● 地方公営企業の経営の総点検について（平成16年4月13日通知）

（総点検マニュアルの概要）

第１ 地方公営企業の経営の総点検

・ 近年の地方公営企業の経営状況が依然として厳しいことを踏まえ、

改めて地方公営企業の経営全般について、総点検を要請。

第２ サービス供給の在り方の再検討と民間的経営手法の導入促進

・ サービス供給の適否の再検討

・ 民間的経営手法の導入促進

第３ 計画性・透明性の高い企業経営の推進

・ 中期経営計画の策定

・ 業績評価の実施

・ 積極的な情報開示

※ 新地方行革指針で要請した集中改革プランの策定項目との整合等を図るた

め、一部改正（平成 年 月 日）を実施17 8 25
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（国土交通省提出資料）

(1) 明確な経営目標と経営見通し
経営改革によって地方公営企業の経営基盤の強化を図っていくためには、企業経営の現状や展望等に

ついての情報を作成・開示しながら住民の理解と協力の下に経営を進める必要があります。このため、
中期経営計画を策定、業績評価の実施等を通して、より一層計画性・透明性の高い企業経営の推進に努
める必要があります。

また、計画、施行、維持管理といった事業の各段階において、将来の経営目標、経営見通しを継続的
に点検・修正していくことが必要です。

(2) 適切な下水道使用料の設定
下水道管理者は、能率的な経営の下で必要となる事業の管理・運営費用のすべてを回収できる水準に

下水道使用料を設定し、これを確実に徴収するように努めなければなりません。
今後は、人口減少や節水型社会の進行等により、全体として水需要の低下や水質の変化等が見込まれ

ることから、水需要の動向に応じて料金体系も含めた適時適切な見直しをしていく必要があります。

(3) 接続の徹底
接続の不徹底は、下水道施設の遊休化や公共用水域の水質への悪影響、下水道経営の問題、接続済の

者と未接続者との間の負担の公平など、無視し得ない多くの問題を生じることになるため、早急に改善
しなければなりません。

接続を徹底するためには、接続の意義や未処理汚水が環境に与えるダメージ等を分かり易い形で住民
等へ説明し、社会的コンセンサスを形成することが不可欠です。

(4) 経営情報の公開・透明化
上記のような各種施策を推進するためには、下水道管理者による積極的な情報の公開と説明責任の徹

底が不可欠です。
また、住民等から下水道整備の必要性についての正しい理解を得るためには、下水道整備が公共用水

域の水質保全に与える効果、そのための費用と料金負担の関係等についての情報を分かり易く開示する
必要があります。

(5) 企業会計の導入
事業の計画性や透明性の確保、公費で負担すべき部分の明確化等に向けて、企業会計方式の導入によ

る財務諸表等の作成が有効です。
今後は、企業会計方式を導入し、経費負担の原則が明確に示すとともに、収入、コスト、資金の調達

状況等が適切に区分して表示されている財務諸表等を通して、下水道事業の経営状況を理解し易くする
ことが必要不可欠です。

(6) 意識改革
下水道管理者においては、議会、住民等に対して十分な説明を行うことを抜きにして事業の円滑な運

営は望めないことを再認識する必要があります。
特に下水道事業は、地方財政法で地方公営企業として位置付けられており、独立した企業として経営

が成り立つことが期待されていることから、企業体であることの明確な自覚をもって経営に取り組まな
ければなりません。

下水道経営に関する留意事項について（概要）

「下水道経営の健全化に向けた取組への留意事項」及び「下水道経営に関する指
標」を踏まえ、下水道経営に関して各団体が直面している問題点や課題等を明ら
かにするとともに、住民等に対して経営状況の積極的な公開等に努めるよう通知
を発出。

【下水道経営の健全化に向けた取組への留意事項】



- 22 -

下水道に関する指標 （国土交通省提出資料）

（1）施設の効率性

ア 水洗化率(％) ＝ ９２．４％

現在水洗便所設置済人口
現在処理区域内人口

イ 有収率(％) ＝ ８１．３％
(※)農業集落排水施設、個別排水処理施設等を含み、流域下水道事業分を除く。

年間有収水量
年間汚水処理水量

（2）経営の効率性

ア 使用料単価(円/m3) ＝ １２８．５３円/m3 (公共下水道)

１４３．６４円/m3 (特定環境保全公共下水道)

使　用　料　収　入
年間有収水量

イ 汚水処理原価(円/m3) ＝ １９８．０２円/m3 (公共下水道)

５２２．８６円/m
3

(特定環境保全公共下水道)

汚　水　処　理　費
年間有収水量

(※)汚水処理費＝汚水に係る維持管理費及び資本費

　６７．６１円/m3 (公共下水道)

１５８．７３円/m3 (特定環境保全公共下水道)

汚水処理費(維持管理費)
年間有収水量

　(※)汚水処理費(維持管理費)＝汚水に係る管渠費、ポンプ場費、処理場費及びその他

１３０．４１円/m3 (公共下水道)

３６４．１３円/m3 (特定環境保全公共下水道)

汚水処理費(資本費)
年間有収水量

(※)法 適 用　　汚水処理費(資本費)＝汚水に係る企業債利息及び減価償却費
　　法非適用　　汚水処理費(資本費)＝汚水に係る地方債等利息及び地方債償還金

ウ 経費回収率(％) ＝ ６４．９％ (公共下水道)
２７．５％ (特定環境保全公共下水道)

使　用　料　単　価
汚 水 処 理 原 価

１９０．１％ (公共下水道)
　９０．５％ (特定環境保全公共下水道)

使　用　料　単　価
汚水処理原価(維持管理費)

経費回収率
(維持管理費)(％)

＝

　汚水処理に要した費用に対する、使用料による回収程度を示す指標である。
　下水道経営は、経費の負担区分を踏まえて汚水処理全てを使用料によって賄うことが基本原則とされてい
る。特に、経費回収率(維持管理費)が100％を下回っている団体については、下水道管理費のうち維持管理費
も賄えていない状況にあることから、早急に経費の徹底的な抑制を図る一方、使用料の適正化を図ることに
より、回収率の向上に取り組む必要がある。また、供用開始後間もない団体にあっても、維持管理費を使用
料により賄えるよう回収率の向上に努める必要がある。

×100

×100＝

×100

×1,000

×1,000

×1,000

＝

＝

＝

＝

＝ ×100

　処理した汚水のうち使用料徴収の対象となる有収水の割合である。有収率が高いほど使用料徴収の対象と
することができない不明水が少なく、効率的であるということである。
　なお、著しく有収率の低い団体にあっては、多量の不明水が発生している原因の究明とその削減に努める
必要がある。

×1,000＝

　有収水量1m3あたりの使用料収入であり、使用料の水準を示す。
　使用料の設定は、団体毎に、地域の実情に応じた体系を採用しているところであるが、ウに示す経費回収
率が著しく低い団体にあっては、使用料設定上の問題点を究明する必要がある。

　有収水量1m3あたりの汚水処理費である。なお、汚水処理費は、維持管理費と資本費に分けられる。
　特に、汚水処理原価(資本費)については、他の同程度の団体と比較して高ければ、処理場等の能力等が現
時点では過大なものとなっている可能性が高い。このため、早期に計画上の処理量に達するよう末端管渠等
の整備を促進する等の措置を講じる必要がある。
　また、今後整備を進める団体については、計画の見直し等も含め、過大な建設を回避することにより、将
来の建設費の削減を徹底する必要がある。

汚水処理原価

(維持管理費)(円/m3)

汚水処理原価

(資本費)(円/m
3
)

(※)平成14年度版下水道統計(社団法人日本下水道協会)をもとに国土交通省作成。
　　平成10年度以降に供用開始されたものを除く。

＝

＝

＝

　現在処理区域内人口のうち、実際に水洗便所を設置して汚水を処理している人口の割合である。
　下水道事業は、一般に末端管渠が整備されてから水洗化されるまで相当程度の期間を要するものではある
が、経営上の問題はもとより、下水道施設の遊休化や公共用水域の水質への悪影響、接続済の者と未接続者
との間の負担の公平など、多くの問題を生じることから、水洗化のより一層の向上に努めなればならない。
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【③ 使用料適正化による経営努力】

○ 下水道事業については、地方財政法第６条の規定により特別会計を設け、

当該企業の経営に伴う収入をもって充てなければならないものとされてお

り、地方公営企業法の適用の有無にかかわらず独立採算性の原則が適用され

ている。

○ 平成１５年度決算における各事業別の月額使用料は、公共下水道で２，５

８０円、全事業平均で２，５４０円などとなっており、全事業平均での経費

回収率は６１．９％となっている（供用開始後経過年数５年未満は除く 。）

特に汚水処理原価が高くなる傾向にある特定環境保全公共下水道や農業集落

排水施設については、経費回収率が３０％にも満たない状況である。

＜平均月額使用料(月 ㎥)（カッコ内は条例上 ・回収率＞/20 ）

公共下水道 円( 円) ％2,580 2,409 65.5
特定環境 円( 円) ％2,860 2,801 27.0
農業集落 円( 円) ％2,600 3,023 29.0
全事業平均 円( 円) ％2,540 2,796 61.9
※上記数値は供用開始後５年以上、全事業は流域・特定を除く

○ 使用料改定の場合の改定率は、平成１５年度で９．０％、１５年度改定団

体における次期改定予定時期は平均３．８年後となっている。

○ 使用料徴収の現状では、１ヶ月５，０００円／２０㎥以上を徴収している

事業もあれば、逆に月１，０００円／２０㎥に満たない事業もあり、団体間

に大きなバラツキがある。また、公共下水道・特定環境保全公共下水道のう

ち月３，０００円／２０㎥以上の使用料を徴収している団体は、実質的な使

用料（使用料収入／有収水量）では全事業の約４割弱、条例上の使用料設定

では約３割弱となっている。なお、平成１６年度供用開始事業の条例上の使

用料の平均は３，１２５円（平成１５年度２，９９８円）となっており、近

年の事業開始団体の使用料設定は従来よりも高めとなっている。

○ 経費回収率については、同じ事業であっても処理区域内人口密度が高い事

業ほど回収率は高く、逆に密度が低くなるにつれ回収率が低下していくとい

う相関が見られる。よって、対象となる処理人口が少ない事業においては、

汚水処理経費の全てを使用料回収により賄うとすると他の公共料金等と比較

しても著しく高額な使用料設定が必要となる場合が多くなる。
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○ 適切な使用料の設定により経費回収率を向上させていくことが必要である

一方で、汚水処理経費の全てを直ちに使用料で賄うよう使用料改定を求める

ことは非現実的である。

＜汚水処理経費を賄うのに必要な使用料 ＞(回収率 とした場合・月 ㎥)100% /20
公共下水道(人口密度 以上) ２，６９７円100
公共下水道(人口密度 未満) ７，４７４円25
特定環境保全公共下水道 ９，８５２円

農業集落排水施設 １０，００４円

全事業平均 ４，１６６円

注１ 上記数値は供用開始後５年以上、全事業は流域・特定を除く。

注２ 上記数値は現行の高資本費対策経費の影響を除いたものである。

○ 使用料適正化に関する施策としては、平成１８年度決算を算定基礎とする

平成２０年度高資本費対策から、使用料月３，０００円／２０㎥（使用料単

価１５０円／㎥）を徴収していない事業については当該対策の対象外とする

こととしており、高資本費対策対象団体においては平成１８年度当初の使用

料改定が必要になっている。

○ 仮に下水道全事業が３，０００円の使用料を徴収した場合（ 100%超の回「

収率の事業」及び「汚水処理経費が150円/㎥より低い事業」については当該

使用料又は当該経費）の使用料回収率は約７割まで上昇する。

＜全事業が使用料を 円徴収した場合＞3,000
現 行 １兆２，９９５億円

3,000円徴収 １兆４，２４３億円(+1,248億円)(+9.6%UP)

※ 原則は有収水量(㎥)×150円/㎥の計算によるが 「100%超の回収率の事業」につ、

、「 」 、いては実際の使用料収入を 汚水処理経費が150円/㎥より低い事業 については

その汚水処理経費を限度として計算している。

○ 下水道事業における使用料については、基本は汚水処理コストに見合った

額を設定すべきだが、他の公共料金や住民の負担可能額等を勘案し、当面の

間は３，０００円を目途に使用料の適正化を図るべき。

＜他の公共料金の状況＞

水道使用料 ３，１１６円（回収率９６％）

＜主な意見＞
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○ 使用料の適正化をする際に、どのような水準までとするかが課題。

○ 料金設定には、いろいろな個別事情はあるが、必ずしも資本費の多寡に応じたも

のにはなっていないのではないかと推測される。公営企業でやっている以上、資本

費の多寡によって料金設定に格差が設けられてしかるべきではあるが、その意識が

まだ十分に徹底されていないのではないか。

○ 最近は各団体における料金設定の段階で、資本費の半分は公費負担という話にな

っているところもある。維持管理費は１００％料金回収する。しかし、資本費はま

ともやっていたら計算数値が出てこないので、資本費の公費負担割合を５０％にす

るとか５５％にするとかという議論がいろいろなところでされている。

○ 料金を上げるかどうかは事業を実施する側がどういう認識を持つかだけの話。小

さな町でも4,500円以上の料金を徴収しているところもある。値上げを実施できな

ければ事業を行う資格がないのではないか。

○ 同じような規模の事業でも、使用料には格差があるのが現状。そういう面で3,00

0円というのは、それより安く実施できるところは付き合う必要はないが、それ以

、 。上の経費を要しているところは この際 円は徴収してもらうべきではないか3,000
○ 高資本費対策について平成 年度から 円／月を取っていないと高資本費20 3,000

対策の対象外とされた。資本費が高くて大変だというのであれば、せめてこれだけ

は取ってくださいということ。ただし、実際に使用料を 円以上とっていると4,000
ころもあり、資本費が割高となっているところは 円を打ち止めとせず、使用3,000
料の引き上げ努力を行ってもうらうべきではないか。

○ 使用料の適正化については 円という金額を目的化するのではなく標準モデ3,000
ルの中で 円を位置づけることができないか。公費の入れ方と関連して経営努3,000
力のインセンティブを制度として組み込むのは難しいと思うし、標準的なモデルで

経営すると平均的に使用料単価が 円くらいになるという形にできないか。150
○ 利用者の選好度に基づく価格設定だけでよいのかという議論もあり、そこには公

共性の問題・事業の社会的必要性といったものを含めた上で制度に落としていかな

いといけないのではないか。今までの議論だと利用者の負担能力でしか説明できな

い。

○ 現在の下水道事業における使用料の考え方は「原価主義」であるが、能率的な経

営の下におけるあるべき経費の基準を設定し、それを前提として料金原価を算定す

る「標準料金制」を一部採用することは可能か。

○ 次のような標準的な使用料水準を設定することが出来るのではないか。

① 現時点で「汚水私費」原則に最も近い使用料水準にある事業体グループが、当

該原則をほぼ達成しうる水準を標準的な使用料水準とする。たとえば人口密度

以上のクラスの現時点における平均使用料水準は、 円で汚水経費の使100 2,460
、 、用料回収率は ％であるが これを 円にすると ％の回収率となり91.2 3,000 97.3

ほぼ費用負担原則を満足する使用料水準になる。

② この使用料水準は、費用負担原則が現時点で実現可能となりうる最高位の使用

料水準ということができる。換言すれば、負担区分原則を絵に書いた餅にしない

使用料水準であるとともに、回収率に開きがあるその他の事業体グループにとっ
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ては、必要となる諸条件を明らかにして条件整備しながら、その後に続くベンチ

マークとしての意味合いをもつことにもなろう。

3,000 3,100 3,000③ 円という使用料水準は 類似事業の負担水準 水道 円 浄化槽、 （ 、

円）と比較しても妥当な水準である。この使用料水準のもとで生じる未回収汚水

経費は、経営努力により解消可能な部分を除き、その大部分は不採算的要素が強

い管理不能コストであるとともに、下水道サービスの価値財的性格に照らし合わ

せ利用者への転嫁がふさわしくない経費である。よってこの部分は公費負担とし

交付税措置を講じる。

使用料（使用料単価×20?）の分布 （供用開始5年以上、資本費ゼロ除く。）
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第３章 今後の下水道財政の在り方

１．今後の公費負担についての考え方

○ 下水道事業に係る経費の負担区分については、公営企業に係る繰出基準

（自治財政局長通知）において具体的に定められているが、その基本的な

考え方は過去の「下水道財政研究委員会」が提言してきたところによって

いる （第１章３参照）。

○ 下水道についての負担原則の在り方については『原因者負担原則を適用

すべきか受益者負担原則を適用すべきかは環境に関する規制の配分状態に

従って決まるとする議論 『地域水環境の改善という社会的・一般的便益』

に着目し資本費は租税を充当すべきとする議論 『下水道により供給され』

る便益のうち社会的便益に寄与する基幹施設については公費負担すべきと

する議論』など様々な議論が存在する。

○ しかし 「雨水公費・汚水私費」の原則は、下水道事業における繰出基、

準制定時から一貫しており、各団体において当該原則に基づく負担区分の

考え方は定着しているもの。実際に、この原則で事業を運営し、資本費の

回収をほぼ終えている団体も少なからず存在している。よって「雨水公費

・汚水私費の原則」については、これまでの下水道財政研究委員会の提言

を踏襲することが適当ではないか。

○ ただし、雨水資本費に係る現在の想定値７割については、実態を大きく

、 。 、乖離しており 合理的な説明が困難となってきているところである 今後

想定値については実態に応じて見直すことも必要ではないか。

○ ２次財研の提言において、１次財研提言時に比して汚水処理に係る公的

要請が高まっていることが指摘され、５次財研により汚水処理に要する経

費のうち公費負担が適当である経費が具体的に整理提言されている。

○ 現状においても、汚水資本費をすべて使用料で回収することは困難な

状況にあり、汚水資本費にかかる公費負担の必要性は依然として高いもの

と考えられる。１次財研、５次財研の提言を踏まえつつ、より現状に即し

た合理性の高い公費負担を検討する必要があるのではないか。

＜主な意見＞
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、 、○ 雨水管の整備は 昔の財研では汚水と平行して整備されるものとの前提だったが

、 、実態として 低湿地帯など本当に必要な箇所だけ整備しているもの以外については

今後もあまり進まないのではないか。近い将来の雨水管の整備をどのようにされる

ということを想定して議論すべきか。

○ 雨水公費・汚水私費の原則であっても、資本費については下水道の基本的性格に

応じて扱いが違ってくるのではないか。浸水防除、公衆衛生、公共用水、便所の水

洗化生活環境改善などの性格を踏まえ、この原則をどう理解するのか。幅広く議論

をしていくべきではないか。

○ 繰出基準については、今まで理論値として７：３を出してきた。しかし、現実の

姿は逆転しており、今後も理論値に近づいていく見込みもないので、そこをどうす

るのか。基本的な雨水公費・汚水私費の原則の考え方を踏まえたうえで、使用料の

回収可能でない部分については、何らかの形で汚水に公費を入れる必要があるので

はないか。今、一部を高資本費対策という形でやっているが、その中で対応できる

のか、それとも新しい理屈が必要なのか。

○ 公費負担についても基準内では足りず 基準外繰出しをしていた状況の中で 公、 、（

費負担が下がれば）使用料の大幅な値上げが必要となるが、現実的にはそうはなら

ないだろう。繰出基準を見直すなら必要額の全額を公費負担すべきではないか。

○ 受益者負担金自体（徴収基準が）もともと雨水や汚水に区別してない。国庫補助

制度も同様である。補助金自体が雨水だからとか汚水だからとか区別はしてない。

補助裏は補助がついているということで公共性が高いというのが市町村からみても

分かりやすいので、そこを全額公費負担とするということはできないのか。

○ やはり、雨水で押そうとしても現実には、もうそのような話ではないだろう、側

溝なんて１００％公費でやっているわけで、今回数字合わせをしてもすぐに崩れる

と思う。道路はガソリンに税金をかけて１００％公費で行っているのに何故下水道

管に公費を入れたらダメなのか。維持管理費は料金で回収しているのだから、資本

については公費負担とすべきではないか。

○ 便益分析を個々の施設ごとに考えると、末端管渠は個人便益に直結するものが多

く、公益施設である基幹施設は社会的便益に係る割合が高いということになる。末

端管渠の場合、雨水だろうと汚水だろうと極めて個々の利用者のアクセスの為の施

設だということで、個人便益に直結するものとして関連付けられるのではないか。

一方、基幹施設の場合、同じ雨でも浸水防除という、言ってみれば都市施設として

の位置付けができるし、流れ込んでくる雨・汚水を受入れるという必然性を持って

いる。このような性格に基づき基幹施設による公費負担という考え方が出来るので

はないか。

○ 最近の（自然災害等の）状況を見ていても、もう少し汚水に対する公共性という

ものが強調されても良いと思っている。そうすると、第 次の財研のときに公共性3
というものが強調された時期があると思う。今の時節にかなった形で汚水に対する

公共性を積極的にうたった上でこういうことを打出していかないと、結局人口密度

の低いところの負担が大きくなるのではないか。

○ 公費措置については、本則をどのように立てて行くのかを明確にしておかなけれ
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ばならない。そして、それでも対応できない特殊部分をどう組み込むかということ

になると思うので、本則をきちっと議論しておかないといけない。それを公費負担

の在り方とごちゃ混ぜにしてしまうと整理が付かなくなる。

（ ） 。○ ５次財研では 過渡的に範囲を限定することが適当であるとしか言っていない

ハッキリ言ってしまえば、いきなり全部（使用料で負担させること）と言うわけに

は行かないということ。２次財研のときの極めて明確な理念と目的に基づく公費負

担の根拠付けに対して５次財研は極めて曖昧。というか、現状を守って、過渡的に

という位置付けをしている。今回、我々はどう位置付けるのか。そこにおける理念

や目的を明確にしておかないといけないと思う。
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負担原則の在り方に関する議論の整理 

 

 

 

未処理の下水を排出した場合に生じる外部不経済を最適水準まで

に抑制する場合、その負担について、汚染者負担が適用されるか受

益者負担が適用されるかは、環境資源の利用に関する権利が汚染者

又は受益者のどちらに配分されているかによって決まる。 

 

 

○  下水道事業は、共用する利用者への個別便益と同時に、集合的

利用がなされることで、地域水環境の改善という社会的・一般的

な便益を生むという特異なサービスである。使用料は、限界費用

（維持管理費）で算定を行い、資本費は使用料算定せず、租税を

充当するべきであるとする。 

○  公営企業の使用料は、限界費用原理に基づいて決定し、資本費

（固定費）部分は、政府の補助金で充当するべきものとした。 

 

 

 

 

建設費について、下水道により供給されるサービスの便益を私的

便益と社会的便益にわける。 

 末端管渠は、私的便益に対応する施設として私費負担とし、基幹

施設は、社会的便益に対応する施設として公費負担とする。 

 

→基幹施設建設費に係る汚水の一般排出分は、公費負担とする。 

【コースの定理】 

【ヴィクセル＆ホテリングの議論】

【便益帰属者負担原則】 
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２．高資本費対策の必要性とその視点

○ 汚水資本費単価について幾つかの指標を用いて分析を行うと、一定の相関

を見せるものがある。特に相関性が強いものとして次の指標が上げられる。

① 有収水量密度（年間有収水量／処理区域面積）

② 処理区域内人口密度（処理区域内人口／処理区域面積）

③ 供用開始後経過年数（年）

④ 水洗化率（現在水洗便所設置済人口／処理区域内人口）

⑤ 合流管率（合流管敷設延長／下水道管敷設延長）

○ 上記のうちで処理区域内人口密度（以下「人口密度」という ）について。

は、汚水資本費単価との相関関係が比較的明らかであり、地方財政措置にお

いて採用する指標としては最も適当ではないかと考えられる。人口密度別に

汚水資本費単価を分析すると、人口密度が高くなるにつれ汚水資本費単価が

低くなる傾向が見られた。人口密度が高いほど汚水資本費単価が低く、人口

密度が低いほど汚水資本費単価は高いという関係がある。

○ また、人口密度が同じ事業であっても、汚水資本費単価にはなお大きな格

差が見られるが、その原因を分析したところ、供用開始後経過年数が影響し

ており、それ以外には地理的条件などの個別的要因が影響していることが分

。 、 、かった このようなことを踏まえながら 高資本費対策を講じていく上では

処理区域内人口密度に応じた汚水資本費の格差に着目していくことが適当で

はないか。

○ 一方で『合流管による整備』と『分流管による整備』という整備手法の違

いによる汚水資本費単価差が見られた。高資本となる傾向にある分流管の推

進は、公共水域の水質保全の観点から政府として推進した手法であり、当該

手法にかかる資本費の格差についての整理が必要ではないか。

○ 雨汚水を排除・処理するため、合流管事業は埋設管が１本、分流管事業は

雨水管と汚水管の２本が必要となるが、現状では、主として分流管整備行っ

ている中小市町村では汚水施設整備が先行している。資本費について決算比

較をしてみると、合流管実施事業における雨・汚水資本費比率が『雨６：汚

４』に対し分流管実施事業は『雨１：汚９』と明らかな違いが見られる。こ

、 、のことから 雨水の財政措置についても合流管と分流管の区分とすることで

より合理的なものとなるのではないか。

○ 決算統計ベースの汚水資本費単価では合流管率５０％以上の事業と分流管

整備のみの事業では３倍以上の格差が見られるほか、個々の団体毎に見ても
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一定の格差が認められる。また、当初の建設コストを比較した場合にも分流

式整備の場合の汚水資本費単価が高いとの試算例もある。

このような汚水資本費の格差を高資本費対策を講じていく上での視点とし

て勘案すべきではないか。

○ ただし、全事業の汚水資本費単価を分布させると、同じ整備手法・人口密

度でもなお資本費単価には相当のバラツキが見られた。人口以外の地理的条

件などの個別要因によっても格差が生じているのが現状。処理区域内人口密

度との相関関係を整理したうえで、さらに個別要因で高資本となっているも

のについては、これを抑えるための措置が必要ではないか。

＜主な意見＞

○ 処理区域内人口密度を使うと全体の流れが説明できるのでいいとは思うが、一方

で資本費の多寡の原因として最も有効的に説明できる指標なのかを考えておかない

といけない。総合的に用いることができる指標としては、私が理解する限りでは一

人当たりの収入単価で見たほうが良いのではないか。

○ 処理人口密度、有収水量密度など踏まえた考え方にしていくべきなのかについて

は広く議論が必要ではないか。今の公費負担の考え方・財政措置は、事業条件を考

えずに一律措置してきている。これまでは、大都市地域中心に進めていたので事業

条件差がなかったかもしれないが、今日のように中小市町村までどんどん普及して

きた状況を踏まえた議論が必要ではないか。

○ 資本費の差については、合流・分流という技術的な要因に基づくものなのか、そ

れとも合流にしている場合は、割と処理人口が大きいところで、しかも供用開始が

早い事業体が多く、そういうところが結果的に影響しているのであって、必ずしも

合流・分流という下水道の技術特性に基づくものではないのではないか。

○ 合流式下水道は水質改善のため“合流改善事業”を実施する必要があることを考

慮する必要がある。今は法律に基づいて合流式の改善を義務付けており、改善のた

めの追加投資が必要である。整備手法として分流式が高資本だから合流式より有利

な措置というのは非常に大きな混乱を招いてしまうのではないか。

○ 分流式の場合には汚水先行式と２流管方式とがあるが、これらを区別しないとい

けない。一口で分流式と言ってもコスト構造は全然違う。また、維持管理の問題も

あるのではないか。

○ 合流式でやっていると街中で非常に臭うので、環境の問題を考えるとなるべく分

流方式で整備する団体が多い。公共水域の水質の改善ということで分流式での整備

を考えている訳であり、費用の問題だけで片づけられないのではないか。

○ 雨水をやらず、汚水の方に先行投資しているので汚水資本費単価が高くなってい

るという気がする。合流式が必ずしも安いと言えないのではという疑問はある。

○ 雨水の問題は、確かに中小市町村について言えば汚水先行であるが、今、雨水整
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備をやっていないところでも必要ないというのではなく、いずれはやっていかなく

てはならない整備なのではないか。

○ 更新事業を含めたライフサイクルコストで見るかどうかも重要であり、管理の適

正化を加味したあるべきコストを探っていくというのも考え方としてはあると思

う。財政措置でやるのか、償却でやっていくのかということもあるが、財政の議論

をするときにはきちっと考慮しておかなければいけないのではないか。

○ 密度が低いところ、効率が悪いところに財政措置をする話になると、公費負担が

本当に下水道財政のためになるかはわからない。それならば、本当に（公費を）必

要としている（浸水が発生している）大都市などに回すほうが良いのではないか。

つまり、下水道に対する財政措置に歯止めがかかっていないといけないのではない

か。

○ 地財計上額と決算額の乖離は、公私負担区分原則にもとづく雨汚水比率（ ： ）7 3
。 、が事業の実態を正確に反映していないことによるものである すなわちこの比率は

過去において当時主流であった合流方式を前提に確立されたものであるが、今日に

おいて多くの地方都市は汚水先行型の分流方式を採用しており、その場合の比率は

： となるため、こうした相違が結果として乖離を生んでいると考えることがで1 9
きるのではないか。地財計上額と決算額の乖離は、下水道整備方式と雨汚水比率の

乖離にもとづくものであると説明することができるのではないか。

○ 合流式と分流式の汚水を対象にした私費水準の差には、先の事業コスト差を反映

した部分だけではなく、制度的な要因も作用していると考える。合流式と比較した

分流式の有する最大の社会的メリットは水質保全効果といえるが、最近では合流式

の欠点とされる越流問題を解決するために合流改善事業が実施されており、その経

費は雨水経費として処理されている。すなわち合流式の水質保全機能を分流式の水

準に合わせるための事業ともいえるが、その経費は公費とされているのである。と

ころが分流式の場合には、水質保全機能がその整備方式に内在されているため、す

べてが汚水として扱われ合流改善事業に見合った公費負担がなされていない。こう

した要素も私費負担水準を高めているといえるのではないか。
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○ 合流式・分流式下水道の歴史
昭和３０年代までの下水道は、河川の下流部にある大都市を中心として、浸水防除と下水道の普及促進を

テーマとしていたので、雨水と汚水を同時に収集できる合流式下水道による整備が積極的に図られてきた。
しかし、その後、昭和４５年に水質汚濁防止法等の公害関係法の整備がされ、環境汚染に対する規制が国家

政策的に強化された。その結果、公共用水域の環境基準を達成する必要性から、未処理下水の河川等への直
接流入を防ぐことが重要であることを踏まえ、分流式下水道による整備が進められてきている。
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政策的に強化された。その結果、公共用水域の環境基準を達成する必要性から、未処理下水の河川等への直
接流入を防ぐことが重要であることを踏まえ、分流式下水道による整備が進められてきている。

＜合流式＞

・管が１系統で済むので、地下埋設物との競合は少なく、施工安易で、安価である。
・管経が大きく管こう配が小さいので、管内に堆積し易い。雨による管内洗浄が行われる。
・初期雨濁汚水を収集・処理することが可能である。遮集量を超える分は、未処理で水域へ放流される。
・汚濁物が水域へ流出し、水質汚濁・環境リスクのおそれがある。雨天時超流流水対策が必要。

＜合流式＞

・管が１系統で済むので、地下埋設物との競合は少なく、施工安易で、安価である。
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・汚濁物が水域へ流出し、水質汚濁・環境リスクのおそれがある。雨天時超流流水対策が必要。

＜分流式＞

・管が２系統になるので、狭い道路には施工が困難であり、汚水管、雨水管を建設する場合は高価となる。
・汚水は全て処理場で処理されるが、雨水はそのまま水域へ放流される。
・誤接合（雨水管と汚水管の接合）への注意が必要。

＜分流式＞

・管が２系統になるので、狭い道路には施工が困難であり、汚水管、雨水管を建設する場合は高価となる。
・汚水は全て処理場で処理されるが、雨水はそのまま水域へ放流される。
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○合流式下水道と分流式下水道の特徴

合流式・分流式下水道について

合流式下水道の現状（平成１５年度決算より）

① 合流管敷設事業数
（流域・特定公共除く）

・公共下水
１９３事業（事業の１２．４％）

・特定環境保全
１事業（ 〃 ０．１％）

・農業集落排水
３事業（ 〃 ０．２％）

合 計１９７事業（ 〃 ４．０％）

① 合流管敷設事業数
（流域・特定公共除く）

・公共下水
１９３事業（事業の１２．４％）

・特定環境保全
１事業（ 〃 ０．１％）

・農業集落排水
３事業（ 〃 ０．２％）

合 計１９７事業（ 〃 ４．０％）

② 行政人口別
合流式実施団体数（公共のみ）

・人口３０万人以上
５６団体（２９．０％）

・人口１０～３０万人
７７団体（３９．９％）

・人口５～１０万人
３４団体（１７．６％）

・人口５万人未満
２６団体（１３．５％）

○平均人口 ３３９，２４４人

② 行政人口別
合流式実施団体数（公共のみ）

・人口３０万人以上
５６団体（２９．０％）

・人口１０～３０万人
７７団体（３９．９％）

・人口５～１０万人
３４団体（１７．６％）

・人口５万人未満
２６団体（１３．５％）

○平均人口 ３３９，２４４人

③ 処理区域内人口別
合流式実施団体数（公共のみ）

・人口３０万人以上
３６団体（１８．７％）

・人口１０～３０万人
７０団体（３６．３％）

・人口５～１０万人
３５団体（１８．１％）

・人口５万人未満
５２団体（２６．９％）

○平均人口 ２８７，６６２人

③ 処理区域内人口別
合流式実施団体数（公共のみ）

・人口３０万人以上
３６団体（１８．７％）

・人口１０～３０万人
７０団体（３６．３％）

・人口５～１０万人
３５団体（１８．１％）

・人口５万人未満
５２団体（２６．９％）

○平均人口 ２８７，６６２人

④ 供用開始別
合流式実施団体数（公共のみ）

・供用２５年以上
１７５団体（９０．７％）

（うち30年以上,143団体）

・供用１５年～２５年
１７団体（ ８．８％）

（うち20年以上,10団体）

・供用５年～１５年
１団体（ ０．５％）

・供用５年未満
０団体（ ０．０％）

○平均供用年月日 ３５．９年

④ 供用開始別
合流式実施団体数（公共のみ）

・供用２５年以上
１７５団体（９０．７％）

（うち30年以上,143団体）

・供用１５年～２５年
１７団体（ ８．８％）

（うち20年以上,10団体）

・供用５年～１５年
１団体（ ０．５％）

・供用５年未満
０団体（ ０．０％）

○平均供用年月日 ３５．９年

⑤ 管延長における合流管比率
合流式実施団体数（公共のみ）

・７５％以上 １８団体（ ９．３％）
（うち100%,4団体）

・５０％以上～７５％未満
９団体（ ４．７％）

・２５％以上～５０％未満
３８団体（１９．７％）

・１０％以上～２５％未満
８１団体（４２．０％）

・１０％未満 ４７団体（２４．４％）

○平均合流管比率 ３１．０％

⑤ 管延長における合流管比率
合流式実施団体数（公共のみ）

・７５％以上 １８団体（ ９．３％）
（うち100%,4団体）

・５０％以上～７５％未満
９団体（ ４．７％）

・２５％以上～５０％未満
３８団体（１９．７％）

・１０％以上～２５％未満
８１団体（４２．０％）

・１０％未満 ４７団体（２４．４％）

○平均合流管比率 ３１．０％

⑥ 汚水経費回収率別
合流式実施団体数（公共のみ）

・１００％以上
１９団体（ ９．８％）

・７５％以上～１００％未満
４５団体（２３．３％）

・５０％以上～７５％未満
８０団体（４１．５％）

・５０％未満
４９団体（２５．４％）

○平均回収率 ７９．４％

⑥ 汚水経費回収率別
合流式実施団体数（公共のみ）

・１００％以上
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・１０％以上～２５％未満
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○平均合流管比率 ３１．０％
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３．今後の公費負担の在り方

○ 今後の公費負担の算定のあり方については、次の方向性で整理することが

可能ではないか。

① 雨水公費・汚水私費の原則を維持しつつ、想定していた雨水・汚水資本費

比率と現実との乖離の是正を検討。

地財計画上の想定値である資本費の７割を実際の雨水資本費の比率

をもとに実態に合わせた割合にしてはどうか。その場合、合流式整備

による事業と分流式整備による事業で雨水比率に大きな格差があるこ

とに着目すべきではないか。

② 汚水資本費への使用料回収を適切に行っていくため、一定の使用料徴収を

前提とした措置を検討。

高資本費対策としての公費負担措置の検討に当たっては、月３，０

００円程度の徴収を前提としたものとすべきではないか。

③ 高資本となっている分流管について、高資本費対策による公費負担の拡充

を検討。

合流管実施事業と分流管実施事業の間では決算上の資本費に大きな

格差があることなどから、これらを踏まえ汚水資本費が高い分流管実

施事業について高資本費対策による公費負担の拡充を検討すべきでは

ないか。

④ 分流管実施事業に対して高資本費対策を講じる場合には、汚水資本費と相

関のある処理区域内人口密度に応じた公費負担措置を検討。

高資本費対策を講じるにあたっては、処理区域内人口密度と汚水資

本費単価には相関関係があり、処理区域内人口密度が低くなるほど汚

水資本費単価も高い傾向があることから、このような実態に沿った措

置を検討すべきではないか。

⑤ 整備手法や処理区域内人口密度を加味してもなお地理的条件など個別要件

によって著しく高い資本費となる事業に対しては、高料金対策として一定の

公費措置を検討。



- 44 -

整備手法や処理区域内人口密度に応じた高資本対策を講じてもなお

汚水資本費が著しく高い事業については、使用料が著しく高くなるこ

とを抑える措置を講ずることを検討すべきではないか。なおその場合

には、②における一定程度の使用料徴収を前提としたものとすべきで

はないか。

※ なお、新しい公費負担措置のもとにおいても、使用料の適正化や企業会計

の導入など、引き続き経営努力を促していくべきである。

＜主な意見＞

○ 経費回収率が低い特定環境保全公共下水道や農業集落排水については、公共下水

道とは別の考え方が必要ではないか。

○ 水道料金以上の下水道料金が取れるのかという疑問と、一度に４０％～５０％の

。 、料金改定が可能であるのかという問題がある 公費負担措置の見直しを考える場合

実施時期や措置率を段階的に見直すなどの配慮が必要ではないか。

○ 一月 円相当を徴収し、超えた分を公費負担するというのは、ある意味財源3,000

高料金対策

○○％

○○％

資本費の１００％

使用料単価○○○円で回収できる範囲

さらに使用料で回収を求める範囲

使用料対象資本費
単価 ○○円

○○円

公費措置

雨水公費の
考え方の例

高資本（その１）
の考え方の例

高資本（その２）
の考え方の例

新たな財政スキームの考え方の例

汚水 雨水

現実の雨水資本費比率

汚水処理単価（資本費）

高

高

分流管の考え方のイメージ

公費措置

処理区域内人口密度

汚水資本費
の近似線

汚水資本費
の7割のﾗｲﾝ

1月3000円相当を徴収した
前提での公費負担ライン

低

公費措置

高料金対策

○○％

○○％

資本費の１００％

使用料単価○○○円で回収できる範囲

さらに使用料で回収を求める範囲

使用料対象資本費
単価 ○○円

○○円

公費措置

雨水公費の
考え方の例

高資本（その１）
の考え方の例

高資本（その２）
の考え方の例

新たな財政スキームの考え方の例

汚水 雨水

現実の雨水資本費比率

汚水処理単価（資本費）

高

高

分流管の考え方のイメージ

公費措置

処理区域内人口密度

汚水資本費
の近似線

汚水資本費
の7割のﾗｲﾝ

1月3000円相当を徴収した
前提での公費負担ライン

低

公費措置
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保障という考え方からいけばなじむものである。ところが、昨今の地方の負担に対

する考え方を見ていると、利用者負担という考えが非常に強調されている。下水道

に関しても、汚水については利用者負担すべきという考え方が出てくるだろう。従

って、汚水に対する例えば公共性だとか、地域開発の必要性をよほど強調していく

ような理屈付けをしておかないと 「何故一律 円で保障しなければならない、 3,000
んだ」という意見が出てくるのではないか。

○ 繰出基準の見直しをするときに合流・分流で雨水・汚水比率を変えていくのか。

従来通り丸めてやっていくのか。その上で（複数の考え方のある）高資本費をどう

組み合わせて行くのか、トータルパッケージで考えて行かないといけないのではな

いか。

○ 整備方式の違い（入口のところ）で公費導入の割合を決定付け、それを補足する

形で高料金対策でフォローアップしていくということだが、前段のところで、合流

方式で整備された場合には高資本費対策に至らない場合が出てくる。それが、実態

として問題はないのか。

○ 高資本・高料金の考え方については、今までの議論の伝統で位置づけると、利用

者の負担能力に着目した取扱いと言っても良い。そうすると、 円が負担能力3,000
の限界なのかという議論がどうしても出てくるのではないか。

7 3 6○ 現行の雨汚水比率（ ： ）を実態に即して見直すならば、その比率は合流式で

： 、分流式で ： となる。この実態に負担区分原則（ 汚水私費 ）を適用する4 1 9 「 」

と、分流式の公費割合はきわめて小さくなり、経費のほとんどが私費負担対象とな

り使用料で回収しなければならなくなる。こうした変更が果たして妥当で可能なの

か。費用負担のあり方を検討する際には、下水道サービスの混合財的および価値財

的性格、第 次財研での汚水における公費割合拡大の指摘、分流式における水質2
保全機能の評価と合流式とのバランス、過重な使用料水準は下水道の使用回避を招

く危険性があることなどを考慮するならば、現行の負担区分原則を基調としたうえ

で、実際の使用料水準に対しては一定の配慮がなされてしかるべきではないか。
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第４章 下水道財政に関連した諸提言

＜主な意見＞

○ 雨水整備の問題は、河川との役割分担とかあるいは地下浸透方式等の政策的なオ

プションの違いがあると思うが、その中で最適な、費用最小化の方向を考えた上で

望ましい計画を作り、その計画に対してのミッションとしての位置付けをしておく

ことが必要ではないか。

○ 浸水対策については、今までの考え方は「５年に一度の雨を前提として浸水を起

こさない」という考えの下で必要なところを分母として押さえて現在どこまで進ん

でいるかというと、約半分くらいできている。残り半分もやる必要があると考えて

いる。しかし、現実問題としていつ頃、どの程度までやるのかという話になると、

将来的にどうなるかは中々はっきりとは言えないのではないか。

○ 今まで考えていた５年に一度の雨ではとても雨水被害を防げない。その倍も考え

て非常に強い雨に対して下水道として雨対策の事業をかなり（ウエイトを置いて）

やっていかなければならないという側面もある。そういう中で全体的な部分で雨水

の残事業がどれだけあるのか。

○ 実際の中小市町村の場合は、汚水整備区域全体で雨水の整備をすることは想定し

ていない。それを考えると雨水が７割というのは今の時点では元々無理な話だと思

う。従って、それに変わる新しい考え方を作るべきではないか。


